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   Organizations that have introduced various risk management strategies often evaluate risk treatments for disasters 
by using cost-benefit analyses. However, cost-benefit analyses calculate benefits based on the expectation of losses 
inflicted by disasters and are not influenced by the fluctuation of losses. Therefore, we selected both expectation and 
Value at Risk as variables to develop a cost-benefit analysis in order to evaluate risk treatments. By such analyses, it 
is possible to determine the optimum policy condition of insurance and the optimum mitigation. In addition, we can 
evaluate the optimum risk treatment that combines insurance and mitigation. 
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１．はじめに 

 
近年，企業，自治体および非営利団体等の様々な組織

は，自然災害リスク（以下，災害リスクと呼ぶ）への組

織的，継続的な対処を目的として，危機管理，BCM（事

業継続計画），ERM（全社的リスクマネジメント）等の

リスクマネジメントを導入してきている．そして，これ

らリスクマネジメントに必ず含まれるプロセスがリスク

対策である． 
リスク対策は，図1のように発生の頻度と損害額の関係

から低減，回避，移転，保有の4つに分類することができ

る1)．低減は発生の頻度や損害額を緩和する対策であり，

回避は事業や業務の中止や撤退などの対策である．移転

は保険会社などの第3者に資金的なリスクを移転する対策

であり，保有は自己資金にて対応する対策である．また，

低減は被害が発生する頻度を下げる防止策，損害額を軽

減する緩和策に分けられる． 
リスクマネジメントの構築においては，これらリスク

対策の中から適切な対策を選択するだけでなく，必要に

応じて複数の対策を組み合わせることが求められる．例

えば，主体が企業である場合，自社で保有する施設への

地震リスクに対して，緩和策には耐震補強があり，移転

には国内の損害保険会社と契約する地震保険がある．そ

して，企業は，耐震補強と地震保険を組み合わせた最適

なリスク対策を検討する必要がある．主体が政府である

場合，政府が運営する地震保険や森林保険等の国営保険

が対象となる．国営保険によって政府が引き受けた災害

リスクに対して，緩和策には補助金の交付による耐震補

強等があり，移転には海外の保険会社と契約する再保険

がある．すなわち，企業と同様，政府も緩和策と保険の

組み合わせを検討する必要がある． 
 しかし，現状，緩和策と保険はそれぞれ独立して評価

しており，緩和策と保険を組み合わせたリスク対策の評

価手法が確立されていない．そのため，企業や政府が防

災に投じている費用は最適でない可能性がある．企業や

政府が個々のリスクに対して，適切なリスク対策を選択

すれば，防災への費用も必要にして十分な金額となる．

そして，個々の組織の災害への投資が適切な金額となれ

ば，社会全体の災害への投資も適切な資本配分となるこ

とが期待できる． 
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図 1 頻度と損害額によるリスク対策の分類 
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２．災害リスクの費用便益分析の考え方 
 
本研究における最適なリスク対策は，費用に対する便

益が最大となるリスク対策と定義する．そこで，費用便

益分析に基づいてリスク対策の評価手法を検討した．費

用便益分析は治水事業や道路建設などの公共事業の経済

性を評価するために用いられてきた．近年，費用便益分

析は組織のリスクマネジメントにも多数適用されてきて

おり，投資に見合った効果の妥当性を評価するために活

用されている． 

緩和策による便益とは，災害による損害額の期待値の

軽減額に相当する．例えば，日本の国土交通省 2)の治水

経済調査マニュアルでは，年間期待値を便益の指標とし

た費用便益分析から洪水防御施設の経済性を評価してい

る．また，米国の FEMA3)の Benefit-Cost Analysis におい

ても同様である．そして，評価の対象期間における現在

価値化した総便益と総費用を算定した後，便益 B と費用

C の比である便益比(B/C)，便益 B と費用 C の差である純

便益(B-C)を評価する．便益比は費用の効率の指標であり，

純便益は便益と費用の差を評価する指標である．図 2 に

純便益と便益比の関係を示す．また，以下に便益比と純

便益の評価式を示す． 
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ここで， はtB t 年目の便益の期待値， はtC t 年目の費

用， rは社会的割引率，T は事業の継続年数を表す． 

しかし，洪水，地震，台風等の災害リスクは，損害額

は甚大となるが発生確率が低い特徴がある．そのため，

期待値は大災害による損害額の寄与度が小さく，大災害

以外による損害額の寄与度が大きくなる．緩和策は大災

害時の損害額の軽減を目的とするため，期待値を緩和策

の便益の指標としていることが問題となる． 
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図2 便益比と純便益の関係 

 

一方，最適な保険を費用便益分析から評価する研究は

報告されていない．保険を費用便益分析から評価する場

合，保険料と保険により得られる便益を比較することに

なる．しかし，保険による便益を期待値で評価する場合，

付加保険料があるために便益は常に負の値となるためで

ある．  
以上の課題において，本研究では，災害リスクの特徴

である損害額の変動に着目した．大規模災害が発生した

年の年間損害額は，大規模災害が発生していない年の数

十倍～数百倍となるため，災害リスクの年間損害額の変

動は非常に大きくなる． 

保険は大規模災害による損害額の全部もしくは一部を

保険会社に移転し，損害額の変動を小さくする効果があ

る．そのため，保険の便益においては，損害額の変動を

考慮する必要がある．緩和策は大規模災害による損害額

を軽減することにより，損害額の期待値のみならず変動

を小さくする効果がある．そのため，緩和策の便益にお

いても損害額の期待値だけでなく，損害額の変動を考慮

する必要がある．以上から，保険と緩和策の便益を評価

するためには，損害額の期待値だけでなく，損害額の変

動を考慮することが重要となる． 

次に損害額の変動を表す指標を選択する必要がある．

変動を表す代表的な指標は標準偏差である．Kleindorfer 
and Kunreuther4)は保険会社が損害額の変動に備える費用

は損害額の標準偏差から算出していると報告している．

また，赤石沢ら 5)は，地震保険への加入が企業財務に及

ぼす影響を検討し，経常利益の期待値および標準偏差の

差分に基づいた最適な保険の評価手法を考察した．これ

らの研究から，変動を表す有効な指標の 1 つとして，標

準偏差があると言える．しかし，期待値と標準偏差を指

標とする場合，本手法が適用できる災害が限定的となる．

災害の損害額の中には，確率の母数が何らかの理論分布

に近似されない場合がある．そのため，任意の確率の母

数に対して，適用が可能となる指標を選択することが望

ましい．本研究では変動を表す指標に対して，金融工学

の評価手法を参考とした．金融工学における変動を表す

指標は，大きく 3 つに分類できる 6)．1 つ目がリスク感応

度であり，基準となる経済指標や市場指標が 1 単位変動

したときにポートフォリオの収益がどのくらい変動する

かを評価した値である．2 つ目がボラティリティであり，

収益率分布の標準偏差もしくは分散を評価した値である．

3 つ目が下方リスクであり，将来の収益分布の下方部分

だけに注目し，稀に発生する損害額を評価した値である．

本研究では，3 つ目の下方リスクの評価に着目した．下

方リスクの典型的な指標は Value at Risk (VaR)である．

VaR の定義は「将来の特定の期間内に，ある一定の確率

の範囲内で起こりうる損害額の最大値」であり，図 3 に

VaR の概念図を示す．VaR は任意の確率分布に適用でき

るのみならず，計算方法に多くのバリエーションがある

利点がある．一方，VaR は確率分布の全体の情報が反映

されない欠点がある．しかし，想定すべき大災害による

損害額は確率分布の tail の部分に相当する．そのため，

VaR は金融機関の金融資産へのリスク管理のみならず，

損害保険会社の大災害へのリスク管理に活用されている． 
以上から，保険と緩和策の便益を評価するため，期待

値とVaRの2つの指標から便益を評価し，費用便益分析の

評価式を導く手法を提案する（以下，本手法を μ -VaRモ
デルと呼ぶ）．本手法により，保険と緩和策のそれぞれ

の費用便益分析の評価式を導くことが可能となるだけで

なく，保険と緩和策を組み合わせたリスク対策の評価が

可能となる．本手法は，被害軽減額の期待値とVaRから

投資効果を評価しており，企業や政府はリスクプレミア

ムを考慮せずに，保険を含めた災害対策への投資効果を

把握できるメリットがある． 

 2 
 



 

λ

Probability

μ σμ +

Standard deviation σ
V

Pr
ob

ab
ili

ty

0
0

α−1

Annual total cost

Value at Risk

 
図 3 Value at Risk (VaR)の概念図 

 

 

３．損害額の変動を考慮した費用便益分析 

 
保険と緩和策のそれぞれに対するμ -VaR モデルに基づ

いた費用便益分析の評価式を示す．また，保険と緩和策

を組み合わせたリスク対策の評価手法を示す． 

 

(1) 保険の費用便益分析 

保険が災害による年間損害額の期待値と VaR に及ぼす

変化を図 4 に示す．災害による年間損害額の期待値μは

式[3]で表せる．ここでの年間損害額の期待値とは，確率

的な重み付けした年平均を意味する． )1,0(∈α が与えら

れたとき，当該ポートフォリオに対する信頼水準α の

VaRV は，損害額 xがλを超える確率が α−1 以下となる

最小のλの値であり，式[4]で表せる 7)． 

∑ ⋅=
x

xfx )(μ     [3] 

}1)(:inf{ αλλ −≤>ℜ∈= xfV   [4] 
xは災害による年間損害額， は年間損害額の確率分

布である．保険の支払条件である支払限度額を l，免責

金額を としたとき，保険の適用後における被保険者の

年間損害額の期待値

)(xf

d
pμ と VaR は式[5]，[6]で表される．

また，ある値を超過する確率の分布である EP カーブ

（An exceedance probability curve）による保険の支払条件

と期待値の関係を図 5 に示す． 
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pu は保険の適用後に被保険者が負担する年間損害額であ

る．そして，保険により保険会社が負担する年間損害額

の期待値 cμ と VaR cV を式[8]，[9]に示す． 

∑u ⋅d )=
x

cc xflx )(,,(μ    [8] 
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図 4 保険による期待値と VaR の変化 
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図 5 EP カーブによる保険の支払条件と期待値の関係 

 

ここで， は保険の適用後に保険会社が負担する年間損

害額である．保険により年間損害額は被保険者と保険会

社

の関係が成り立つ． 

cu

で分担することになるが，合計額は変化しないため，

次

cp μμμ +=     [11] 

保険会社に移転した年間損害額の期待値 cμ は保険の純保

険料に相当する．そして，年間保険料 I は純保険料に安

全割増 k を加味した式[1
p

8)2]により表される ．安全割増に

純保険料を乗じた金額は付加保険料と保険会社が損害額

の変動に備えるための費用に相当する． 

)1( kI cp +⋅= μ     [12] 

保険による対策後の被保険者の年間総費用の期待値 pμ̂ は，

年間損害額の期待値 pμ と年間保険料 pI の合計により表

される． 

ppp I+= μμ̂  

aR と年間保険料 の合計により，次の式

で表される． 

 

VaR の 2 つがあるため，4 通りの費用便

益分析の評価

   [13] 

ここで，年間総費用とは災害による年間損害額と年間対

策費用の合計を意味する．年間総費用の VaR pV̂ は，年間

損害額の V pV pI

ppp IVV +=ˆ     [14]

次に保険の費用便益分析の評価式を示す．費用便益分

析の評価式には便益比と純便益の 2 つがあり，便益の指

標には期待値と
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待

． 

値で評価する場合，付加保険料があるために便益は常

に負の値となる．そのため，保険による便益の指標は

VaR とし，便益比と純便益の 2 通りの費用便益分析の評

価式を検討した． 

VaR の便益比 pCB )/( は次式により表せる．VaR の便

益とは，ある対策費用を投じたときの VaR の減少量を表

す．そのため，VaR の便益比とは対策費用に対する VaR
の減少量の比を表す

p

p
p I

V
CB =)/(

V−
   [15] 

ばらつきや変動の大きさを相対的に比較するための無

次元指標として，標準偏差σ と期待値μの比で表される

変動係数 μσδ = があ

と同様に変動の大きさを相対的に比較する評価式である．

分

益比

範

る．VaR の便益比はこの変動係数

子の便益は VaR の減少分に相当する．分母は年間保険

料であり，保険会社の年間損害額の期待値に相当する． 

VaR の便 pCB )/ を大きくするためには，保険の

支払条件を変更し，年間保険料を下げるか，VaR を小さ

くする必要がある．ただし，保険の支払条件は財務力に

応じた許容限度から設定される．そのため，許容限度の

(

VaR の便囲内において 益比 pCB )/( が最大となる支払

条件が最適な保険となる．また，年間損害額のすべてを

保険会社に移転する場合，被保険者の VaR は 0=pV とな

る．また， 0=pμ となることから，式[11]は cμμ = とな

り，VaR の便益比 pCB )/ˆ( は次の式で表せる． 

)1(
)/ˆ(

k
VCB p +⋅

=
μ

   [16]

すなわち，年間損害 べてを保険会社に移転

 

額のす する場

合，保険の適用前の期待値が小さいほど，または VaR が

大きいほど VaR の便益

VaR の純便益 は次式により表せる． 

比 pCB )/ˆ( は大きくなる． 

pCB )( −

ppp IVVCB −−=− )()(    [17]

しかし，変動の指標をVaR

 

ではなく標準偏差とした場合，

純 標準偏差 する式

となる．期待値は1次のモー であり 準偏差

次のモーメントであるため，標準偏差の純便益はモーメ

た，保険の契約期間は1年間

が

による年間損害額の減少率

を とした場合，緩和策の適用後における年間損害額

便益は便益の から費用の期待値を控除

メント ，標 は2

ントの次元が異なる指標を控除することになる．したが

って，式[17]は変動の指標をVaRから他の指標にしたとき

に適用できない式となることから，本研究の費用便益分

析に適さないと判断した． 

以上から，保険の費用便益分析は，式[15]のVaRの便益

比 pCB )/( が適切となる．この便益比の式により，免責

や支払限度額が異なる複数の保険の中から，最適な保険

を導くことが可能となる．ま

一般的である．そのため，本研究では，1年間を対象と

した費用便益分析とする． 

 
(2) 緩和策の費用便益分析 

緩和策が災害による年間損害額の期待値と VaR に及ぼ

す変化を図 6 に示す．緩和策

)(xm
の期待値 rμ と VaR rV は式[18]，[19]で表される． 

∑ ⋅⋅=
x

r xfxxm )()(μ    [18] 

}1))((:f{in αλλ −≤>⋅ℜ∈ xxmfV  [19] = rrr

緩和策の適用後における の期年間総費用 待値 rμ̂ ，年は

間損害額の期待値 rμ と緩和策の年間費用

る． 
rI により表され

rrr I+= μμ̂     [20] 
また，年間総費用の VaR rV̂ は，VaR rV と緩和策の年間

費用 rI により表される． 

 rrr IVV +=ˆ    [21] 
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図 6 緩和策による期待値と VaR の変化 

 

次に緩和策の費用便益分析の評価式を示す．保険と同

様 Va 純便 ，

VaR の便益比の 3 通りを検討した． 

に 益R の純便益は適用せず，期待値の便益比と

期待値の便益比 rCB )/( は以下の式により表すことが

できる． 

r
r I

rCB μμ −
=)/(     [22] 

益比 rCB )/( ′VaR の便 は以下の式により表すことがで

きる． 

r

r
r I

VVCB −
=′)/(     [23] 

2]と[23]から便益比の式が 2 つとなり，1 つの最適

解が得られない問題

理由は，緩和策により年間損害額の期待値と VaR の両方

が

リ

，

式[2
が生じる．便益比の式が 2 つとなる

変化するためである．そこで，緩和策の適用前後の

VaR が同じとなるように補正し，補正後の期待値の差か

ら便益比の式を導く必要がある．ここで，VaR の補正に

は保険を適用した．本研究では，期待値と VaR により

スクをモデル化している．保険と緩和策はそれらの指標

によって対策による効果が説明できることから，保険と

緩和策の定量的な比較が可能となる．そこで，仮想的な

保険を緩和策の便益比の式に適用し，VaR を同じとした

ときの期待値を比較した．図 7 において点 A が対策前，

点 B は緩和策の適用後であり，点 D は点 B に緩和策の年

間費用 rI を加えた後である．点 E は点 A に保険を適用し

VaR が点 D と同じになるように補正した後である．そし

て，VaR を補正した後の点 E と点 B（点 C）の期待値の

差が緩和策の便益に相当する．なお，保険による VaR の

補正においては，様々なパターンの支払条件を適用する

収束計算を行い，VaR が同じとなる支払条件を選定する

ことになる．この収束計算において，複数の支払条件が

選択肢となる場合，VaR の便益比 pCB )/( が最大となる

支払条件を適用する． 

 4 
 



 

保険による補正後の期待値の便益比 rCB )/ˆ( を次式に

示す． 

r

rpp
r I

CB =)/ˆ(   [24
I μμ −+
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図 7 緩和策による期待値と VaR の変化 

（保険による VaR の補正後） 

 

期待値の純便益においても保険による補正を反映させ

る．保険によ を次式

示す． 

 

期待値の純便益 は，図 7 の点 E と点 D の期待値

の差に相当する．式 期待値の 費

[25]

つの式となる． 

(3) 保険

が，保険にその効果はない．保険と緩和策の組み合わ

要が

あ

る補正後の期待値の純便益 B̂( − rC)
に

)()( rrpp

rrppr

II +−+= μμ
ˆ

)()ˆ( IICB −−+=− μμ
  [25]

rCB )( −
[24]の

の効率を評価する式であり，式

便益比 rCB )/ˆ( は 用

の期待値の純便益

rCB )ˆ( − は便益と費用の差を評価する式である．以上か

ら緩和策の費用便益分析は式[24]，[25]の 2
 

と緩和策を組み合わせた対策の評価手法 

緩和策は災害による個々の損害額を低減する効果があ

る

せにおいては，保険よりも緩和策を先に適用する必

る．この緩和策と保険の優先順位の決め方は，式[25]
の期待値の純便益 rCB )ˆ( − から導ける．純便益 rCB )ˆ( −
における VaR の補正のために適用した保険は，VaR の便

益比 pCB )/(  が最大となるものである．すなわち，補正

のために適用した保 費用便益分析に基づい

な保険を意味する．そのため，期待値の純便益 rCB )ˆ( −
は最適な保険を適用した後の期待値 pp I+

険は， た最適

μ と最適な緩和

策を適用した後の期待値 rr I+μ の差に相当する．すなわ

ち，期待値の純便益 rCB )ˆ( − が正であれば，同じ

おいて最適な緩和策は最適な保険よりも期待値を低下さ

せる効果が大きくなる．この場合，緩和策は保険よりも

優先して適用する．そして，緩和策の適用後，組織の財

務力に応じた許容限度の範囲内において，VaR の便益比

pCB )/( が最大となる保険を適用する．一方，期待値の

純便益 rCB )ˆ( − が負であれば，同じ VaR において最適な

保険は最適な緩和策よりも期待値を低下させる効果が大

．同時に期待値の純便益 rCB )ˆ( − が負である場

合，緩和策の適用後は適用前よりも期待値が増加するこ

とを意味するため，この緩和策は適用しない．そして，

組織の財務力に応じた許容限度の範囲内において，VaR
の便益比 pCB )/( が最大となる保険のみを適用する．こ

の期待値の純便益 rCB )ˆ( − から保険と緩和策を比較し，

適用の優先順位を決める考え方は常に成り立つ． 

 

VaR に

きくなる
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図 8 緩和策の後に保険を適用したときの期待値と VaR

の変化 

 

４．ケーススタディ 

我が国の災害に対して本手法を適用し，リスク対策を

は台風による国有林の風害リス

とし，台風シミュレーションモデルにより確率論的に

風

ク

 

 

 

検討した例を示す．災害

ク

害リスクを評価した．対象は政府であり，国営の森林

保険を運営する立場とする．国営の森林保険により，法

人や個人の森林の災害リスクはすべて政府に移転してい

るとする．そして，政府が海外の保険会社と契約する再

保険と緩和策の組み合わせを検討するケースとする． 

台風シミュレーションモデルの評価の手順を図9に示す．

評価の手順に沿って，仮想的な台風の発生方法，風速の

評価方法，植生データ，森林の損害額の評価手法，リス

対策の設定などを示す． 

 

 

Generation of typhoons

Gradient wind speeds (m/s)

Forest mesh data

Surface wind speeds (m/s)

Damage area of forests (ha)

Losses (yen)

Loss per damage area 
(yen/ha) 

Fragility curve 

Interactions of 
10,000 cases of 
one year 
simulations 

 
 

図9 台風シミュレーションモデルの評価の手順 

 

 

(1) 

台風シミュレーションモデルは，中心気圧などのパラ

台風シミュレーションモデルの概要と用途 
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10-min mean 
wind speed

 

メーターを確率分布として構築し，確率分布に乱数を適

モンテ

カ

る．そして，

過去の約 60 年間においてその境界線を通過した台風の個

数のポアソン分布を構築

用することで仮想的な台風を数万通り発生させる

ルロシミュレーションである．台風を数万通り発生さ

せることで観測期間を超えた再現期間の風速を求めるこ

とが可能となり，橋梁や高層建築物を設計する際の風荷

重の評価，損害保険会社が巨大災害に備えるための準備

金の評価，地球温暖化の影響を反映した極値風速による

風災被害の評価 9)などに活用されている． 

 

(2) 仮想的な台風の発生方法 

 日本の太平洋沿岸に沿って境界線を設定す

数から，回帰分析により年間個

する．次に境界線を通過した台風の観測記録から台風の

中心気圧，進行速度，進行角度，最大旋衡風速半径等の

台風パラメーターの確率分布を構築する．そして，それ

らの確率分布に乱数を適用することにより，台風の年間

個数とそれぞれの台風パラメーターを設定する．仮想台

風の例を図 10 に示す．本研究では，1 年間のシミュレー

ションを 10,000 通り繰り返している． 

 

 
図 10 モンテカルロシミュレーションによる仮想台風の

イメージ 

 

多くの台風シミュレーションモデルは気圧分布から求

た傾度風速を介して地表風速を評価しており，本モデ

択している．Holland10)は発達した

台

解

(3) 風速の評価方法 

め

ルでも同様の手法を選

風の気圧場はその等圧線が同心円状になり，中心から

の距離の関数として表されると報告している．また，日

本本土南方海域の中心気圧 985hPa 以下の台風の強風域内

では，等圧線はほぼ同心円に分布するとみなせることが

Fujii and Mitsuta11)によって報告されており，本モデルで

もこの気圧場の設定に基づいた傾度風速の式を適用した．                                                  

地表風速の評価方法は，岡崎・石原ら 12)が提案した地

表面粗度と地形の効果を反映した評価手法を適用した．

同手法はナビエストークス方程式と連続の式を離散的に

図 11 台風シミュレーションモデルによる 2004 年台風

18 号の最大風速の分布 

(4) 植

植生データは環境省自然環境局生物多様性センター15)

査 3 次メッシュデータを使用した．同

デ

 

(5) 森林の損害額の評価方法 

森林の損害額を評価するためには，地表風速に対する

被災率とはメッシュ毎の

 

生データ 

が作成した植生調

ータはランドサット TM または MSS の衛星画像をもと

に作成されており，3 次メッシュのメッシュ幅は約 1km
となる．そして，同データのうち，針葉樹人工林（ス

ギ・ヒノキ・サワラ植林）を評価の対象とした．これら

針葉樹人工林は，台風による被害が発生しやすい特徴が

ある．全国の針葉樹人工林のメッシュ数は 58,986 であり，

植生分布を図 12 に示す．これら針葉樹人工林には国有林

だけでなく，民有林も含まれるが，国営の森林保険によ

り法人や個人の森林の災害リスクはすべて政府に移転し

ているとする．  
 

く非線形風況予測モデル MASCOT13), 14)を用いること

で，日本全国の各地点における地表面粗度と地形の影響

を反映した地表風速を評価することを可能としている．

例として，2004 年の台風 18 号における地表風速の分布

を図 11 に示す．地表風速は地表からの高さ 10m におけ

る 10 分間平均の風速である．また，地表風速は約 1km
メッシュの解像度で評価している． 

 

図 12 針葉樹人工林（スギ・ヒノキ・サワラ植林）の分

布図 15) 

 

 

被災率の関係式が必要となる．

森林の面積（約 1km2）に対する風害が発生した面積の割
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合を意味する．本研究では佐藤・阿部 16) が 2004 年の台

風 18 号による北海道の被災地調査から構築した最大風速

と被災率の関係式を適用した．関係式はロジスティック

回帰分析により求めた以下の式で表される． 

⎪
⎪
⎩

⎪
⎪
⎨

⎧ 1

<

≥
+

=
−

0

0

0

1
)(

vv

vv
e

vp

i

iZ

i

　

  [26] 

ivZ ⋅+= 10 ββ     [27] 

 ここで， は 3iv
)

年台

次メッシュの各地点 iにおける最大風速

(m/s)， ( ivp は被災率である． 0v は最大風速の閾値であ

り，200 風 18 号の再現解析を行い，北海道内の被

災面積の計算値が実績値と一致する 9.110 =v (m/s)とした．

針葉樹人工林の係数は 53.50 −=

4

β ， 713.0=1β となる．

針葉樹人工林の関係式をカラマツ人工林，トドマツ人工

林，天然林と比較した結果を図 13 に示す． 
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図 13 最大風速に対する森林の被災率 

 

災率は面積の割合を意味するため，被災率からメッ

シ

年間損害額 は次の式により表せる． 

   [28] 

ここで，N は年間に上陸する台風の個数，n は全国のメ

) リスク対策の設定 

して，再保険と緩和策を適用す

る

は森林の風害を緩和するこ

と

表 1 緩和策の設定（間伐する全国の面積の割合に対す

Case
ing areas  Annual cost 

被

ュ毎の被災面積に変換する．そして，被災面積(ha)に
1ha あたりの損害額(円/ha)を乗じることで損害額(円)を

評価する． 

全国合計の L

∑∑
= =

⋅⋅⋅=
j i

i hhAvpL
1 1

21)(
N n

ッシュ数，A は 1 メッシュあたりの面積 100(ha)である．

1h は 1ha あたりの損害額 0.322 (百万円/ha)であり，北海

林務局 17)が集計した 2004 年の台風 18 号の北海道にお

ける森林災害の実績を参考とした． 2h は材木価値の変換

係数 1.33 である．2004 年台風 18 号による北海道の被災

ではエゾマツ・トドマツが多くを占めたことから，森林

保険ハンドブック 18)の保険価額の基準表を参考として，

針葉樹人工林の木材価値に変換した． 

 

道

(6

森林の風害リスクに対

．再保険の考え方と費用便益分析は保険と同じとなる

（以下，再保険を保険と呼ぶ）．保険の支払条件は，支

払限度額を 1,000，2,000 億円とした 2 通り，免責金額を

600 億円から 1,600 億円まで 200 億円刻みとした 6 通りと

し，計 12 通り(=2×6)を設定した．保険の支払条件は財務

力に応じた許容限度から設定されるが，これら 12 通りの

支払条件はすべて許容限度の範囲内であるとする．安全

割増 k は 0.5 を適用した．  

緩和策は間伐とした．間伐

が知られている．稲垣 19)は風倒木が発生した植林の地

盤の状況を調べたところ，間伐の行われていない植林は

根系の発達が悪く，風倒木が発生しやすいと報告してい

る．また，佐藤・阿部 16)は 2004 年台風 18 号の被災地調

査から平均的な間伐間隔を超えると込み合い度が徐々に

高まり，風倒被害に遭いやすくなると報告している．以

上から，緩和策は間伐とし，風害の被害確率を 50%減少

する効果があるとした．そして，全国の針葉樹人工林を

対象として，間伐する面積の割合を 5%から 35%まで 5%
刻みとした 7 通りの緩和策を設定した．間伐する全国の

面積の割合に対する年間費用を表 1 に示す．全国の未間

伐の割合は農林水産省の標本調査 20)の結果から 30%と設

定した．標本調査はいくつかの森林を無作為に選んでお

り，地域的な割合は調査していないことから，全国で同

じ割合を適用した．また間伐の年間費用は木材価値の向

上による収入分を控除した 6.4(千円/ha)と設定した． 

 

る年間費用） 

Rate of thinn
(%) (billion yen) 

1 5 1.9 
2 10 3.8 
3 15 5.7 
4 20 7.6 
5 25 9.5 
6 30 11.4 
7 35 13.3 

 

 

５．結果 

台風シミュレーションモデルにより針葉樹人工林の風

害

(1) 針葉樹人工林の風害リスクの評価結果 

人工林の風

害

14に示す．台

風

 

期

 

リスクを評価した結果を示す．そして，保険と緩和策

のそれぞれの最適な設定，及び組み合わせた対策を費用

便益分析により評価した結果を示す．  

 

台風シミュレーションモデルにより針葉樹

リスクを評価した結果，年間損害額の期待値は639億円，

信頼水準99%のVaRは2,418億円となる． 

様々な信頼水準αによるVaRの結果を図

シミュレーションモデルでは，1年間のシミュレーショ

ンを10,000通り繰り返すことにより，10,000通りの年間損

害額の結果を得ている．10,000通りの年間損害額におい

て，例えば上位から超過確率1/100に相当する年間損害額

が信頼水準99%のVaRであり，再現期間100年に相当する．

信頼水準90%のVaR（再現期間10年）の年間損害額は

待値の約2.2倍，信頼水準99%のVaR（再現期間100年）

の年間損害額は期待値の約3.8倍，信頼水準99.9%のVaR
（再現期間1,000年）の年間損害額は期待値の約5.1倍であ

り，再現期間が大きくなっても年間損害額は極端に大き

くならない．例えば，建築物などの物的損害の場合，再

現期間が大きくなるにつれて仮想台風が大都市圏などの

 7 
 



 

住宅密集地を襲うケースが多くなり，年間損害額は極端

に大きくなる．針葉樹人工林は建築物ほど密集しておら

ず，全国に分散して植林されているため，年間損害額は

極端に大きくならない結果になったと考えられる． 
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図16 保険による期待値とVaRの変化 

 

(3) 緩和策の費用便益分析の結果 
4.(6)節で設定した7通りの中から最適な緩和策を評価す

る．式[25]の期待値の純便益 に適用した結果を図

17に示す．信頼性水準αは99%である．同図からCase 6
の期待値の純便益 が最も大きくなることが確認

できる．Case 7はCase 6よりも年間費用は大きいが，期待

値の純便益 ( はCase 6よりも小さくなる．この原因

は全国の針葉樹人工林において，間伐が行われていない

面積の割合は30%であり，30%以上の面積の範囲に間伐

を施しても効果は30%の面積に限られるためである． 

rCB )ˆ( −

rCB )ˆ( −

r)CB̂ −

図14 針葉樹人工林の年間損害額のVaR 
 

) 保険の費用便益分析の結果 
条件の中から最適な保

険

(2
4.(6)節で設定した12通りの支払

を評価する．被保険者である政府の立場における式

[15]のVaRの便益比 pCB )/( の結果を図15に示す．信頼性

水準αは99%である から，支払条件が免責金額

1,600億円，支払限度額1,000億円の場合に便益比 pCB )/(
が最も大きくなることを確認した．また，免責金

きいほど便益比 pCB )/( は大きい結果となる． 

 

．同図

額が大
式[24]の期待値の便益比 に適用した結果を図18

に示す．同図からCase 1～6の期待値の便益比 は

差が殆どなく，値が1.0を超えていることから，Case 1～6
が適切な選択肢となる．したがって，図17の期待値の純

便益 と図18の期待値の便益比 の結果から，

Case 6が最適な緩和策であると判断できる． 
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緩和策による期待値とVaRの変化を図19に示す．点

が対策前であり，Case 1～7の緩和策の適用後が点 B ～

となる．最もVaRが低い点が点 であるため，点

～ のVaRを点 に合わせる必要がある．保険を適用し，

点 ， ～ ， のVaRを点 と同じとなるように補

正した点が点

A
1

1B7B
B

6B
7

A
6B

7B1B 5B
A

6B
′， 1B′～ 5B′， となる．この補正のため

に適用した保険の支払条件は5.(2)節の結果から支払限度

額は1,000億円とし，免責金額は最小二乗法によって求め

た．そして，点 A

7B′

′， 1B′～ 5B′， ， を比較したとき，

点 が最も低い期待値となり，Case 6が最適な緩和策と

判断できる． 
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図15 保険によるVaRの便益比

 

12通りの支払条件の保険を付保したときの期待値と

V

pCB )/(  

aRの変化を図16に示す．点Aは保険を適用する前，点B
は図15から得られた支払限度額1,000億円，免責金額1,600
億円の最適な保険を適用した後である． 

 

 

図17 緩和策による期待値の純便益  rCB )ˆ( −
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図20に緩和策と保険の組み合わせによる期待値とVaR
の変化の結果を示す．信頼性水準αは99%である．点Aが
緩和策を適用する前，点Bが適用した後である．そして，

点Cが点Bに保険を付保した後である．点Cが緩和策と保

険を組み合わせた最適なリスク対策の適用後となる．点

Cは点Aよりも期待値が2%減少し，VaRが29%減少する．

緩和策の年間費用は113.7億円，保険の年間保険料は9.6億
円となる． 
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６．考察 
 

適切なリスクマネジメントの構築を目的とし，期待値

と VaR を指標とした費用便益分析の評価手法を提案した．

そして，我が国の災害に対して本手法を適用し，リスク

対策を検討した．その結果，費用便益分析に基づいて最

適なリスク対策を評価できることを示した． 

図18 緩和策による期待値の便益比  rCB )/ˆ(
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被保険者の立場における最適な保険の支払条件は式

[15]の VaR の便益比 から評価できることを示し

た．この評価式から，被保険者の立場での最適な保険の

支払条件が把握できる．また，図 16 の点 C は支払限度

額 2,000 億円，免責金額 600 億円の保険を適用した後で

ある．点 A から点 C に向かう線上では，VaR が減少する

正の便益が得られるが，期待値が増加する負の便益も表

れる．従来，この線上での最適な点が求められないこと

が課題であったが，VaR の便益比 により最適な

支払条件が評価できることを確認した． 

pCB )/(

pCB )/(

一方，保険の提供側の費用便益分析も考える必要があ

る．被保険者の VaR の減少は，保険の提供側の VaR の

増加につながる．そのため，保険の提供側としては支払

条件を変更しても常に VaR の便益比 が一定とな

る年間保険料を設定する必要がある．年間保険料の式

[12]を VaR の便益比 の式[15]に代入すると次式が

得られる． 

pCB )/(

pCB )/(

図19 緩和策による期待値とVaRの変化 

 

(4) 保険と緩和策を組み合わせたリスク対策の結果 

 Case 1～7 の緩和策に対して，5.(3)節の結果から Case 6
が最適な対策となる．また，Case 6 の期待値の純便益

が正であるため，同じ VaR において緩和策は保

険よりも期待値を低下させる効果が大きい．そのため，

先に緩和策を適用し，次に保険を適用するリスク対策が

適している．緩和策の後に適用する保険は 4.(6)節で設定

した 12 通りの支払条件の中から選定する．VaR の便益比

を評価した結果，保険の支払条件は 5.(2)節の結

果と同様，免責金額が 1,600 億円，支払限度額が 1,000 億

円となる． 
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            [29] 

ここで，C は一定値とする．保険の提供側は，VaR の便

益比 を一定値とするためには，式[29]を満たす安

全割増 kを設定する必要がある． 
pCB )/(

最適な緩和策は式[24]の期待値の便益比 と式

[25]の期待値の純便益 から評価できることを示し

た．図 19 の結果から，緩和策が期待値と VaR に及ぼす

効果，VaR を補正したときの期待値の結果を示した． 
VaR の補正による期待値の変化は大きく，適切な緩和策

を評価するためには，変動の要素を考慮することが重要

であることが分かる． 

rCB )/ˆ(
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59

60

61

62

63

64

65

160 180 200 220 240 260
VaR of annual total costs (billion yen)

Ex
pe

ct
at

io
n 

of
 a

nn
ua

l t
ot

al
 c

os
ts  1

(b
ill

io
n 

ye
n)

B

C

A

Insurance

Mitigation

 

緩和策の費用便益分析においては，VaR を補正する必

要があること示した．従来の緩和策の費用便益分析にお

いては，保険の効果は含まれていない．しかし，緩和策

の費用便益分析に保険の効果を含めることで，変動を表

す VaR の補正を可能としている．すなわち，費用便益分

析において，緩和策と保険は組み合わせて評価する必要

がある．この評価手法は，緩和策と保険の最適な組み合

わせによるリスク対策を検討するリスクマネジメントの

方針と整合していると言える． 図20 保険と緩和策を組み合わせたリスク対策による期

待値とVaRの変化 同じ緩和策においても従来と本手法の費用便益分析で
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は，異なる結果となることがある．従来の費用便益分析

を適用した際，緩和策によっては純便益が負となること

がある．これは，緩和策による期待値の低減効果よりも

費用が上回るときであり，図 19 における緩和策の適用後

の期待値が点 よりも大きくなるときに相当する．しか

し，本手法では緩和策の適用後の期待値が点 より大き

くても点

A
A

A′以下であれば，純便益は正となる．これは本

手法が変動の要素を考慮して緩和策の効果を評価してい
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より，純便益が正負になることがある．純便益の結果は
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７．結論 17) 北海道水産林務部 林務局 森林整備課：台風 18 号の森林被害

の概況，2004  
18) 社団法人森林保険協会：森林保険ハンドブック，社団法人

森林保険協会，pp. 36-37，1999 
本研究では，保険と緩和策を組み合わせたリスク対策

を評価することを目的とし，μ -VaR モデルに基づいた費

用便益分析の評価式を提案した．そして，保険は VaR の

便益比，緩和策は期待値の便益比と期待値の純便益から

費用便益分析の評価式を導けることを示した．次に台風

シミュレーションモデルにより針葉樹人工林の風害リス

クを評価し，本手法を適用した．結果，保険と緩和策の

それぞれの最適な対策を評価することが可能となるだけ

でなく，保険と緩和策を組み合わせたリスク対策を評価

することが可能となることを示した．  

19) 稲垣 秀輝：植生の違いによる風倒木の発生と斜面崩壊，応

用地質，第 40 巻/第 4 号，pp.196-206，1999 
20) 農林水産省：農林水産分野の地球温暖化防止策，農林水産

省地球温暖化対策総合戦略，2008 
 

(原稿受付 2010.9.3) 
(登載決定 2011.2.28) 

 

本研究では針葉樹人工林の風害リスクをケーススタデ

ィとしたが，本手法は様々な災害リスクに対して適用が

可能である．また，保険と緩和策は組織が選択する最も

一般的なリスク対策であるため，本手法はリスクマネジ

メントの様々な実務的な場面において適用が可能と考え

る．  

今後の課題として，費用便益分析の適用期間がある．

保険の契約期間は 1 年間が一般的である．そのため，本

手法の費用便益分析の適用期間は 1 年間とした．しかし，

災害リスクへの対策には長期の年数が必要となる場合が

多い．そのため，複数年のリスク対策による便益を適切

に考慮した費用便益分析の評価式の検討が必要である．  
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